
意見書案第７号 

 

医療・介護・保育・福祉などの職場で働く全ての労働者の 

大幅賃上げを求める意見書 

 

新型コロナの感染拡大から２年以上が過ぎ、医療提供体制や保健衛生業務の強化と

国民生活への支援・補償は、まさに喫緊の課題である。感染が拡大し、医療崩壊が現

実となった背景には、効率優先の医療提供体制の再編・縮小や、医療従事者の抑制政

策、感染症対策の要となる保健所を減らしてきた日本の医療・社会保障政策の誤りが

あり、そのことが医療現場に多大な混乱と苦難をもたらし、国民の命を危うくしてい

る。 

政府は、看護師、介護士、保育士などのケア労働者の賃金引上げを行うことを明ら

かにしたが、示された額や範囲は低額かつ限定的であり賃金改善を実感できる水準で

はない。 

 政府が実施した看護師の賃上げ補助事業に関して、１０月以降の診療報酬上の評価

について、中央社会保険医療協議会が８月１０日に答申を出した。今回の診療報酬上

の評価では賃上げ３％相当の月額１万２千円を盛り込んだことは一定評価できるが、

その一方で、今回の賃上げ対象についても非常に限定的であり、就労看護師約１６６

万人のうち６１万人余りと４割にも満たない対象者の割合であり、対象医療施設で見

れば、１７万８千余りある医療施設の内２,７２０施設、僅かに１.５％しか対象にな

っていない。多種多様な専門職種によるチームワークを最も重視される医療職場で、

前回同様に一部の対象者に絞り込む内容を繰り返せば、医療職場に差別と分断を持ち

込み、かえって混乱を広げることは間違いない。国民の命と健康を守っている、全て

の医療機関や介護事業所と、そこで働く全ての労働者の労働環境を抜本的に改善させ

る対策が急務である。医療・介護・保育・福祉などの現場で働く全ての労働者の賃金

を大幅に改善できる予算措置が必要ではないか。 

 よって、逗子市議会は国に対し、国民が安心して暮らせる社会実現のために、次の

事項が実施されるよう要望する。 

 

１ 医療・介護・保育・福祉などの現場で働く全ての労働者を対象とした賃上げ補助

を、全額国庫負担で、事業所や施設に対し支援すること 

２ 介護・保育・福祉などの現場で働く労働者の所定内賃金を、全産業平均の水準に

なるよう対策を講じること 

３ 医療の現場で働く労働者の賃金については、ＯＥＣＤ平均以上の水準になるよう

対策を講じること 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年１１月１７日 

 

逗 子 市 議 会 


